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指定管理者制度活用事業 中間評価シート 

評価年月日：令和７年８月５日 

評 価 者：川崎市立病院運営委員会 

１．業務概要 

施設名 川崎市立多摩病院 

施設所在地 川崎市多摩区宿河原１—30－37 

指定期間 平成18(2006)年２月１日 ～ 令和18(2036)年３月31日 

（評価対象年度：平成18(2006)２年１月～令和６(2024)年３月 ※一部（コンプライアン

ス）、令和７(2025)年３月まで） 

業務の概要 （１）基本的医療機能に関する業務 

・外来診療及び入院診療を行う。 

・24時間365日の救急医療、小児救急医療、災害時医療を行う。 

（２）地域医療連携に関する業務 

（３）医療従事者の確保・育成等に関する業務 

（４）手数料及び使用料の徴収、会計処理に関する業務 

（５）施設、設備等の維持管理、改修等に関する業務 

（６）医療機器及び備品の維持管理に関する業務 

指定管理者 名称 ：学校法人聖マリアンナ医科大学 

代表者：理事長 明石 勝也 

住所 ：川崎市宮前区菅生２—１６—１   電話：044-977-8111 

所管課 病院局経営企画室多摩病院運営管理担当（内線：70541） 

２．「評価の視点」に基づく評価対象期間全体の評価 

 評価項目 事業実施状況等 

1 市民や利用者に十分な

量及び質のサービスを

提供できているか。 

１ 基本的医療機能について 

病院機能において最も重要な役割である基本的医療機能について、診療科目に係る

外来診療及び入院診療のほか、川崎市北部地域における急性期医療を行う中核的な医

療機関として、①24時間365日の救急医療、②小児救急医療、③災害時医療に積極

的に取り組んだ。 

 

・基本的診療 

当初18科であった診療科目について、平成26年度に内科及び外科を細分化し、リ

ウマチ科、病理診断科を開設、平成29年度に腫瘍内科を開設するなど、救急医療以

外にも地域で必要とされている医療を提供し、医療機能を向上した。 

 その他、患者（診療）ニーズを踏まえ、医師の配置や診察ブース、診察時間を適宜

変更し、対応を行った。 

 また、令和３年度に、多摩病院として手術支援ロボットによる初の症例を実施し、

低侵襲で確実性を高めた手術を行っているほか、令和４年度に、緩和ケア病棟を開設

するなど、患者等市民のニーズを踏まえ、幅広い医療ニーズに取り組んだ。また、指

定管理者が運営する聖マリアンナ医科大学病院と救急医療における連携を図るなど、

指定管理者としてのメリットを生かして、地域に必要な医療を提供してきた。 

 

・救急医療 

多摩区で唯一の救急告示医療機関として、救急災害医療センターを設置し、開院か

ら24時間365日体制で一次・二次救急医療を担った。 

令和元年５月に発生した「登戸児童殺傷事件」では、救急災害医療センターから医

師を現場に２名派遣し、５名の救急搬送患者を受け入れた。 
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（救急患者医療） 

 

平成22年度は、前年の新型インフルエンザ流行の反動もあり、前年と比べ救急延

患者数は減少した。 

平成24年度からの救急延患者数の減少は、平成24年８月、北部医療圏に新たに総

合病院が開院し、救急患者が分散した影響によるものと考えられる。そのほか、平成

26年度に関しては、北部小児救急センターと一次救急（北部小児救急センター）・

二次救急（多摩病院）の役割を分担したことで、救急患者・救急車搬送患者が分散

し、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、受入数が減少した

と考えられる。 

 

・小児救急医療 

全国的に小児救急医療分野での医師不足が深刻化している中、指定管理者の医師養

成機関としての強みを活かして小児科医を確保し、平成26年度の北部小児救急セン

ターとの役割分担以降は、川崎北部地域唯一の小児科第二次応需病院及び休日第二次

応需病院（小児科）として、聖マリアンナ医科大学病院との連携、北部小児救急セン

ターとの役割分担など、川崎市北部の小児科救急医療の役割を果たした。 

 

 

・聖マリアンナ医科大学病院との連携 

・緊急時は、３次救急医療施設である聖マリアンナ医科大学病院救命救急センター

の担当医師と電話等により詳細な患者状態等について緊密に連携を図り、患者を

搬送するなど対応した。 

・多発外傷や多発外傷を基とする多臓器不全等、複数診療科にわたる重篤な救急患

者への高度医療の総合的提供や広範囲熱傷については、多摩病院と３次救急医療

施設である聖マリアンナ医科大学病院救急救命センターの担当医師が、詳細な患

者状態等を電話等により連携を図り、患者を搬送するなど対応した。 

・周産期救急について、川崎ブロックの小児・新生児救急医療の基幹病院である

「聖マリアンナ医科大学病院高度新生児医療センター（平成22年４月～総合周

産期母子医療センター）」との連携により対応した。 
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・災害時医療 

 災害拠点病院として24時間緊急対応のほか、災害発生時に被災地内の傷病者等の

受入及び搬出を可能とする体制を確保している。 

 また、新型コロナウイルス感染症対応においては、緊急事態宣言が発令された際に

は、当時、感染症病床がない施設であったものの、神奈川モデル重点医療機関として

医療提供体制を確保し、新型コロナウイルス感染症患者を速やかに受け入れるなど、

公立病院として求められる医療を確保・提供した。 

 なお、多摩病院は、多摩川が氾濫した場合の洪水浸水想定区域に立地しているが、

そのような場合でも、緊急を要する患者については、法人内の近接病院施設である聖

マリアンナ医科大学病院へ搬送する体制を確保し、非常時であっても的確に役割を果

たす体制を構築している。 

≪新型コロナウイルス感染症に関する主な取組≫ 

令和２年２月 12 日 ＣＯＶＩＤ－19 対策本部設置 

２月 19 日 救急災害医療センターに待合スペース、診察室確保 

２月 21 日 ダイヤモンドプリンセス号の新型コロナウイルス感染症患者 

の受入れ 

３月 ６日 電話・ＦＡＸ処方開始 

４月 ３日 面会禁止の開始 

４月 ６日 受け入れ病床を 28 床へ拡大 

    ４月 ７日 緊急事態宣言発令 

４月 13 日 総合診療内科、呼吸器内科医師によるＣＯＶＩＤ－19 専属 

医師チーム発足 

４月 22 日 神奈川県から神奈川モデル重点医療機関に認定 

 

２ 高度・専門医療の確保 

高度・専門医療として、循環器内科における冠動脈インターベンションや難治性不

整脈に対するカテーテル・アブレーション治療、消化器・一般外科・泌尿器科におけ

る手術支援ロボットを用いた手術などを行っている。手術支援ロボットを用いた手術

については、数カ所の小さな切開部から身体に器具を挿入するため、開腹手術と比べ

ると回復が早く、身体への負担軽減となる。また、臨床検査室では、令和５年度に品

質と能力に関する特定要求事項の国際規格であるISO15189の認定を取得するな

ど、高度・専門医療にも積極的に取り組んでいた。これらの取組は毎年度、その時々

の医療ニーズを踏まえた上で、院内の診療体制や聖マリアンナ医科大学病院との医療

上の連携も考慮し、事業計画を立てて行っており、実施にあたっては、診療科を超え

た診療ブースの増減調整や専門医の雇用など、柔軟な対応を行っていることを確認し

ており、専門医療の確保として適切である。 

 

３ 地域医療連携 

 地域全体の医療提供体制の向上を図ることを目的として、地域のかかりつけ医の支

援及び連携を円滑に行うため「地域医療連携室」を設置し、毎年度事業計画を立て、

段階的に取組を進め、患者サービスの充実を図ってきた。 

（１）地域のかかりつけ医との連携 

平成23年３月から地域医療支援病院の承認を受け、地域連携の窓口として、

紹介患者を受け入れ、多摩病院での治療が終了した時点で、紹介元に患者を逆紹

介する取組を進め、地域連携の充実を図った。 

・登録紹介医数 483人（令和７年４月） 
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・紹介率・逆紹介率 

地域医療支援病院の施設基準として、紹介率65％以上、逆紹介率40％以上を確

保する必要があり、地域医療支援病院の認定を受けた平成23年度以降、施設基準

は満たしている。紹介率・逆紹介率ともに年々増加傾向にあり、地域の医療機関

（かかりつけ医）との連携が行われている。 

 

・高額医療機器の共同利用（平成23年より開始）  

  地域医療支援病院として、詳しい検査を行うことで地域の医療機関（かかりつけ

医）がより正確に診断できるよう、多摩病院の高額医療機器を提供（共同利用）し

ている。 

  ＭＲⅠ装置  1,493 件/年 

  ＣＴ装置   1,296 件/年 

内視鏡(上部・下部)  864 件/年 

  超音波装置   577 件/年 
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（２）地域医療機関（かかりつけ医）支援 

・地域医療機関へ「外来診療担当医一覧表」等の情報提供 

                 12回/年（平成18年度より開始） 

・医療機関向け「TAMAメディカルネット」の発行 

                ２～３回/年（平成18年度より開始） 

・地域の医療関係者等に診療科案内のパンフレットを配布 

                  １回/年（約15年以上継続） 

・開業医訪問の実施  開院時（数件/年）～令和５年度（約100件／年） 

 

（３）患者サービスの充実 

・開院時から地域医療連携室の設置 

・平成23年度～市民健康講座の実施  ７回程度/年 

       例（テーマ）：「小児の予防接種」、「胃がん～診断と治療～」等 

・紹介受付時間の拡充 

  ・平成17年～ 17時まで対応 

・平成26年10月～ 18時まで対応（１時間拡充） 

・平成27年11月～平成30年12月まで 19時まで対応 

  ・平成31年１月～ 18時まで対応 

 

・登録紹介医に対するＭＲI検査等の予約枠の設定 

 ・平成24年～ MRI/CTそれぞれの予約枠を平日１枠確保 

・平成27年7月～ ＭＲI検査の予約枠を平日５枠確保 

・平成29年10月～ 上下部消化管内視鏡準緊急枠として各１枠確保 

・令和2年～ CT検査の予約枠を平日５枠確保 

 

４ 病院機能評価に基づく水準の維持 

「病院機能評価」は、病院の医療機能を学術的観点から中立的な立場で評価し、そ

の結果明らかとなった課題の改善を支援する公益財団法人日本医療機能評価機構の事

業で、病院の更なる改善活動を推進し、病院体制の一層の充実や医療の質の向上を目

的とするものである。 

これまで４度受審し、複数診療科及び多職種合同によるカンファレンスや各専門チ

ームによる定期的回診など、職員全員が医療の質の向上に真摯に取り組んでいること

が評価され、機構が定める一定の水準を満たしているものと認定された。 

 

５ その他のサービス向上に向けた取組の積極的な推進 

 開院当初から毎年度、患者満足度調査を行い、利用者の意見を把握するとともに、

患者の待ち時間の短縮、情報発信、入院患者向けのサービスなど、満足度の向上に積

極的に取り組んでいる。 

満足度調査では、通年で医師の接遇等に対する評価が特に高く、このことは、基本

的な診療において満足度が高いと捉えることができることから、適切な診療の提供に

つながっていると推測できる。一方で、診察や会計などの待ち時間の満足度が高くな

いことから、待ち時間の短縮に向けた原因の把握や、快適に過ごす取組などの対策を

継続して講じている。また、最優先に考慮すべき項目となっている「診察室・検査室

の雰囲気」については室内の整理整頓に、「相談のしやすさ」では職員研修などにそ

れぞれ取り組むなど、できることから改善に取り組んでいる。なお、これまで蓄積さ

れた対策の効果や課題、利用者への調査結果について回答者の属性や評価の傾向など

を分析し、サービスのさらなる維持・向上に取り組むこととしている。 

 

（１）利用者意見を把握するための取組 

・意見箱の設置：平成23年度～院内６箇所、令和３年度～院内７箇所 

・患者満足度調査：年２回実施（平成17年度開院～平成24年度は年３回実施。 

平成27年度から外部委託。） 
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（２）改善策の検討及びフィードバック等 

・院内での会議、川崎市立多摩病院運営協議会（令和４年度以降、川崎市立多摩病

院モニター懇談会）などで改善策を検討。 

・集計結果は、院内に掲示し、利用者にフィードバック。 

・パート及び委託職員を含む全職員を対象とした医療従事者向け接遇セミナーを開

催。（平成23年度～） 

 

（３）具体的な対応 

  ア 待ち時間対応  

平成18年度 ・ボランティアの協力を得て本の貸出しを開始 

平成20年度 ・予約患者、紹介患者、一般患者の診察の順番についての 

ルール作りの検討、ボランティアによる折り紙教室の開始 

平成21年度 ・医療コンシェルジュの配置、院内掲示等で紹介患者優先を 

周知 

平成22年度 ・外待合６箇所にメディネット（情報案内表示装置）を設置 

し、健康に役立つ情報、院内案内等を表示 

平成23年度 ・医師事務作業補助者の外来診療録等への一部代行入力の 

開始 

平成27年度 ・予約枠の見直し及び拡充、検査の所要時間を考慮した予約 

の設定 

平成30年度 ・診察状況の通知・予約状況の確認機能等のあるスマートフォ 

        ンアプリの導入 

（利用登録者数：平成30年度50人、令和元年度973人、 

令和２年度1,455人、令和３年度1,909人、令和４年度 

2,321人、令和５年度2,646人） 

令和２年度  ・待ち時間を快適に過ごす環境づくりとしてWi－Fi環境の整備 

イ その他の主なサービス向上に向けた対応 

平成17年度 ・電話での予約変更の受付開始 

平成18年度 ・丸椅子から背もたれ付きの安定した椅子に交換 

・タクシー乗り場にベンチを設置 

平成19年度 ・各病棟の浴室脱衣場に手すりを設置 

・３階西病棟さわやかガーデンテラス側の病室の窓に目隠し 

フィルム貼付、ＭＲ室の待合にテレビを設置（画像診断部） 

・トイレのナースコール位置表示に点字による表示を併設 

・ボランティアによる案内等のサービスを開始 

平成23年度 ・パート及び委託職員を含む医療従事者向け接遇セミナー開催 

平成30年度 ・カーテン開閉時の声掛けによるプライバシーへの配慮の実施 

ウ 食事提供については、栄養部で治療食を含めた献立、味付け、盛り付け、食 

器の見直し、適温管理の徹底など随時取組を進めた。 

 

（４）利用者への情報提供 

・市民健康講座（年7回程度）、ミニ市民健康講座（年３回程度）を実施し、病気

や治療方法など医療や健康増進に向けた情報を提供した。 

・コロナ禍においては動画配信に切り替え、「10分でわかる健康講座」（年５講

座程度）を動画配信し、医療や介護の情報を適切に提供した。 

・ホームページ、情報誌「たま病院ニュースレター」等で積極的に情報発信を行っ

た。 

 



7 

【評価】 

平成18年２月の事業開始から令和5年度までの間、北部地域の中核病院として、事

業計画等に基づき、積極的に取組を進め、救急・急性期医療を中心とする医療ニーズ

に対応し、利用者に十分な量及び質のサービスを提供している。 

2 当初の事業目的を達成

することができている

か。 

 

１ 基本的医療機能 

病院運営の最も重要な役割である基本的医療機能については、川崎市立病院の管理

等に関する規程と毎年度の事業計画に基づき実施する、診療科目に係る外来診療及び

入院診療と、協定に基づき川崎市北部地域における急性期医療を行う中核的な医療機

関として確保することとされている、①24時間365日の救急医療、②小児救急医

療、③災害時医療について、定期的な日報や月報、事業報告を通じて適切に対応して

いることを確認した。 

 また、がん診療の相談体制の充実や、集学的治療、緩和ケアの推進などについて、

中期経営計画に位置付け、診療機能の強化に向け積極的な取組を進めていた。 

 さらに、循環器内科における冠動脈インターベンションや難治性不整脈に対するカ

テーテル・アブレーション治療、消化器・一般外科、泌尿器科における手術支援ロボ

ットを用いた手術など、高度・専門医療を行うとともに、臨床検査室では、令和５年

度に品質と能力に関する特定要求事項の国際規格であるISO15189の認定を取得す

るなど、高度・専門医療にも積極的な取組を進めた。 

このことから、基本的医療機能を確保し、地域における急性期医療を行う中核的な

医療機関として、市民の医療ニーズに的確に応えており、多摩病院の設置による事業

目的を達成している。 

 

２ 地域医療連携 

 毎年度の事業計画に基づき、地域のかかりつけ医と連携し、また、これを支援する

とともに円滑に進めるため、院内に「地域医療連携室」を設置し、患者サービスの充

実を図ってきた。患者にとって、より身近な地域での医療提供が望ましいという観点

から、紹介患者に対する医療提供、高額医療機器等の共同利用等を行い、かかりつけ

医等への支援を通じて地域医療の確保を図る地域支援病院として機能している。ま

た、訪問看護ステーションと設立した「病院と在宅ケアネットワークの会」の更なる

充実など、地域包括ケアシステムの推進に向けた取組を行うなど、事業目的を達成し

ている。 

 

３ 医療従事者の確保・育成等 

（１）人材の確保・育成の推進 

・聖マリアンナ医科大学病院を基幹型臨床研修病院とする臨床研修プログラムに

おける協力型臨床研修病院として研修医を受入れ 

・平成26年度、厚生労働省より基幹型臨床研修病院として認定 

・平成27年度、厚生労働省より独立型臨床研修病院（歯科）に認定 

・初期臨床研修医を受入れ 

・後期研修医（専攻医）の、総合診療専門医研修プログラム、内科専門医研修プロ 

グラムなどによる受入れ 

・管理型臨床研修指定病院（歯科）として、臨床研修医（歯科）の歯科口腔外科臨 

床研修医などの受入れ 

・医学生、看護学生等の実習における、聖マリアンナ医科大学、同大学看護専門学 

校ほか多くの医療従事者養成学校等からの、医師、看護師、薬剤師、診療放射線 

技師、理学療法士、作業療法士、栄養士、救急救命士、養護教諭等の学生の受入 

れ 

積極的に人材の確保や育成に努めているほか、毎年度診療体制計画を策定し、後期

臨床研修医なども含め医師の確保に努めたことにより、事業目的を達成している。 
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（２）働き方・仕事の進め方改革の推進 

・医師の事務作業負担軽減の一環として、医師の指示のもとに電子カルテの代行

入力や診断書等の書類作成補助を行うメディカルコーディネーター（医師事務

作業補助者）を平成23年度から、医師４名に対し２名を配置 

・事務職や放射線技師、薬剤師、看護師、研修医など全職種を対象に、異動者や

昇進した職員などが、病院長と意見交換を行う「ランチョンミーティング」を

開催 

・５Ｓ運営委員会において、医療の安全な提供や病院運営の効率化に資する、

「５Ｓ活動(整理、整頓、清掃、清潔、躾)」を推進 

・医師の負担軽減策として、（令和５年度）循環器内科、脳神経内科、小児科、

産婦人科などが宿日直許可を取得し、時間外勤務の上限規制はＡ水準を概ねク

リア 

・医師を含む医療従事者等の業務負担軽減に向けた検討を行うため、「医療従事

者業務負担軽減検討委員会」を設置し、医療従事者の勤務状況の把握と、各所

属長へ注意喚起などの改善策を実施 

 

４ 医療事故等の対応 

（１）医療安全の確保・拡充 

・医療安全管理室を設置して、専従の看護師２名（医療安全担当１名、院内感染

担当１名）を配置。 

・医療安全管理委員会（毎月開催）、セーフティマネジメント委員会（毎月開

催。院内各部門に配置した医療安全に係る責任者で構成）、院内感染対策委員

会（毎月開催）を設置し、死亡事例や見落とし事例、事故の種類別件数ほかの

情報共有などを実施。 

・「医療安全管理指針」及び「医療安全管理規程」、「医療事故防止マニュア

ル」を整備し、適宜見直しするとともに、職員を対象とした研修会も開催し、

院内に周知徹底。 

・さらに、院内での医療安全に対する基本的な考え方を周知、徹底を目的に、携

帯サイズの「職員ポケットマニュアル」を作成し、全職員に配布 

・医療事故調査制度への対応（「医師が記載する死亡チェックシート」運用開

始）や医療安全研修を実施。 

※平成29年に発生した医療事故への対応については、P20参照。 

 

（２）感染対策の推進 

・全職員対象の院内感染対策講習会を年２回以上開催、院内ICTメンバー（感染対

策チーム）が講師をした研修を年９回以上開催、感染防止対策加算取得施設と

のカンファレンスを年4回開催、KAWASAKI地域制御感染協議会定例会への年

2回参加。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、以前は行っていた私立医科大学相互

ラウンドに代わり相互カンファレンスを実施。 

・令和2年度は、特にコロナ禍での感染対策に病院をあげて取組。ダイヤモンドプ

リンセス号からの陽性患者受入れ以降、病院長を長として「COVID-19対策本

部」を設置。緊急事態宣言下では毎日、まん延防止等重点措置の公示下でも月

曜日、木曜日に定期的な会議を開催するなど、適宜適切に対応。 

 

５ 使用料及び手数料の徴収等 

 使用料及び手数料の徴収は、平成23年度までは指定管理者が代行業務として行

い、市がそれに対し委託料を支払っていた。平成24年度からは利用料金制を適用し

たことから、指定管理業務に係る多摩病院の手数料及び平成23 年度までに発生した

使用料の徴収を指定管理者が行い、市が交付金として指定管理者に交付する方式に変

更し、事務の効率化を図った。 
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手数料の事業収益に関する会計処理については、基本協定等の規定に基づき、多摩

病院での収納後、指定期日内に市に払い込まれ、また、その報告等も遅延なく行わ

れ、適切に処理がされたことを確認した。 

利用料金制適用後、様々な工夫等の取組により収益増・コスト減が図られている。

事務的には、平成23年度以前の「使用料制」に比べ、市に対する入金と指定管理者

に対する支払や未収金の管理など、市側の経理・財務事務に関する業務量の縮減が図

られた。 

 

６ 施設、設備等の維持管理等 

 市の財産である多摩病院の土地、建物、設備及び付帯施設の適正な維持管理につい

ては、法定点検等の実施など、必要に応じて専門業者に委託の上、適切に実施してい

ることを月次等の実施状況報告等により確認した。また、委託事業者との定例会など

を実施し、対応について情報収集や意見交換するなど、施設・設備等を良好な状態に

維持していた。 

安全確保のための取組として、電気事業法で作成が義務づけられている保安規程に

基づく点検（例：サーモカメラ、計測ユニット等を用いた点検（１回／月）、停電点

検（１回／年））、専門業者が作成した点検表による点検、専門業者による月１回の

電気保安教育などを実施した。 

令和５年１月に発生したコンセントの焼損火災（同極間スパーク発生による着火）

及び令和６年10月に発生したノートパソコンＡＣアダプタのケーブル焼損事案につ

いては、再発防止のため、事故後の関係個所の点検実施、基本的な安全対策の徹底・

確認と、同様事案が発生した際の速やかな報告の周知徹底を行った。 

 施設・設備の運用については、ガスコージェネレーションシステムの日々の環境条

件等によるこまめな運転条件の設定変更や、東日本大震災を契機とした積極的な不要

不急の照明の常時消灯など、環境に配慮した、より効率的なエネルギー使用や、不安

な気持ちで来院した方に少しでも心をなごませていただくための花壇植栽への工夫の

取組など、維持管理に対する姿勢も良好であり、設備等複雑・多様である病院施設を

適切に維持管理していた。 

 

７ 医療機器及び備品の維持管理 

医療機器等資産の登載、維持管理については、毎年度の事業報告書等により、備品

シールと台帳により市又は指定管理者の資産として明確に区別し整理していることを

確認した。医療器械等は近年、価格の上昇等もあることから、市と指定管理者との適

切な役割分担と連携・調整のもとで、今後も的確に更新計画等を立て、必要な更新を

実施していく。 

 

【評価】 

 市立多摩病院の基本的医療機能である、川崎市立病院の管理等に関する規程と毎年

度の事業計画に基づき実施する、診療科目に係る外来診療及び入院診療と、協定に基

づき確保することとされている、①24時間365日の救急医療、②小児救急医療、③

災害時医療については、積極的に取組を進め、地域に必要な医療を提供している。ま

た、地域医療連携や医療従事者の確保については、聖マリアンナ医科大学との連携な

ど指定管理制度を活かして取組を進めるとともに、会計処理や施設、設備等の維持管

理なども適切に行われ、事業目的を達成している。 

3 特に安全・安心の面で

問題はなかったか。 

 

１ 指針、マニュアル等の整備状況について 

・「医療安全管理指針」、「医療安全管理委員会規程」、「個人情報保護方

針」、「医療事故防止マニュアル」、「災害緊急時マニュアル」、など２５の

マニュアル等が整備され、院内でいつでも参照・確認ができるよう、電子カル

テのトップページに掲載した。 

・内容を改訂した場合は、スタッフメールを活用し、適切に職員へ周知した。 

※患者死亡時の対応フローについては、P20参照。 
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２ 安全教育・研修の実施状況について 

・医療安全研修や感染対策研修、個人情報倫理委員会による個人情報保護対策、

認知症サポートチームによる患者への接し方研修などを、年25回程度実施し

た。 

・新型コロナウイルス感染症の拡大以降は、eラーニングを活用し受講機会を増や

し、毎回延1,000人前後の職員が受講した。 

 

３ 医療事故等への対応について 

・医療事故情報収集等事業には、平成22年から「ヒヤリ・ハット事例収集等事

業」、平成26年から「医療事故情報収集・分析・提供事業」へ参加している。 

・医療現場で発生した事故は、各部署から医療安全管理室に報告され、関係部署

間で情報の共有を図っている。 

・「病院局への医療事故等の報告実施要領」に基づく病院局への医療事故の個別

報告及び定例報告は全て提出されている。 

・医療事故が発生した際は、院内の事例検討会において原因を分析し、病院長主

導のもと再発防止に向けた対応の検討を行っている。 

  ※平成29年に発生した医療事故への対応については、P20参照。 

 

４ 施設の維持管理における安全等の確保 

・安全等の確保のため、法定点検等を実施するなど、関係法令を遵守し適切に行

っていた。また、平成23年３月に発生した東日本大震災の影響による計画停電

を受け、停電時においても安定的に医療情報システムが稼動できるよう非常電

源（自家発電）への接続を行うなどの取組を行っている。 

・本評価期間の対象外の事案ではあるが、令和７年１月に中央滅菌室において職

員が洗浄機に挟まり死亡する事故が発生した。 

 ※職員死亡事故への対応については、Ｐ20参照。 

 

５ 水害対策 

・「災害対策マニュアル」「水害対策マニュアル」「事業継続計画（ＢＣＰ）」

を作成し、様々な災害を想定した訓練を毎年実施している。 

・多摩病院は、地下に免震設備があるため、仮に多摩川が氾濫し一定以上の水深

に達した場合には、地下への浸水が防げない構造上の課題がある。そのため、

洪水時を想定した水害対策訓練や水害対策マニュアルの内容検証などを実施す

るとともに、緊急を要する患者について、法人内の近接病院施設である聖マリ

アンナ医科大学病院へ搬送する体制を確保している。 

 ・令和５年度には、地上に設置している非常用発電設備の燃料ポンプについて、水

密化と制御盤の３階移設を実施した。 

 

６ 医療安全 

 ・医療事故防止に向けた取組の推進と安全な医療サービスの提供に資するため、多

摩病院の開院に際し、医療安全管理指針を策定し、「医療安全対策委員会（安全

管理に係る基本方針について協議するため、原則毎月開催）」、「セーフティー

マネージャー会議（安全管理に係る実務を担う会議で、原則各月開催）」、「医

療安全管理対策室（医療安全対策委員会で決定した方針に基づき、組織横断的な

安全管理の中枢を担う病院長直属の組織）」を設置している。 

・平成23年度には「医療安全管理規程」を策定し、「院内感染対策委員会（原則

毎月開催）」を設置するなど、安全管理体制を強化した。 
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≪主な活動実績、経過等≫ 

・職員に対する医療安全に係る啓発活動として、平成18年４月から職員向け 

情報誌「ニュースレター」を毎月発行した。 

・医療安全に係る基本事項についての職員への周知徹底のため、平成18年度 

に「院内危機管理のためのフローチャート」、「医療事故防止対策マニュア 

ル」、平成19年度に携帯版「職員ポケットマニュアル」を作成した。 

・策定したマニュアル等については、平成26年度には、インシデントレポー 

トの提出フロー、虐待症例への対応、スタットコール（緊急招集）、アラー 

ムマップの見直しを実施するなど、必要に応じて更新した。 

・個人情報保護に関する法令等を遵守した医療事故等の発生状況報告として、 

平成26年度から、医療法施行規則（昭和23年11月５日厚生省令第50号）

第12条に規定する登録分析機関が行う医療事故情報収集等事業に参加登録

申請医療機関として参加している。 

・平成27年10月に施行された医療法の一部改正に基づく医療事故調査制度へ 

の対応として、医療事故調査・支援センターへの報告のマニュアルの策定と 

事例・再発防止策の共有、医療安全研修を開催した。 

※患者死亡時の対応フローについては、P20参照。 

・画像診断報告書の共有不足の防止のため、令和４年度から、診療報酬の報告 

書管理体制加算の要件を満たす、医師、診療放射線技師、臨床検査技師、医 

療安全管理担当者からなる対策チームを設置した。 

・このほか、適宜、研修を実施するなど、職員に対する周知徹底を行った。 

 

７ 警備による安全確保について 

 院内の安全確保については、平成18年２月の開院当初から、専門の警備業者に業

務を委託して実施している。 

また、平成22年度から、多摩区、宮前区及び麻生区に事業体を有する事業所、研

究所、学校法人、警察署、消防署等で構成される、隔月開催の「警備連絡会」に参加

し、情報交換を行っている。平成23年度からは、警察OBを多摩病院で３名採用し、

院内巡回及び正面入口への配置により警備体制をさらに強化した。 

平成25年度には、院内ATMからの振り込め詐欺の未然防止につながった事例があ

り、多摩警察署から表彰された。 

病院前公道における歩行者の安全確保への配慮等も継続的かつ適切に行っている。 

 

【評価】 

安全な医療サービスの提供に向けては、指針、マニュアル等が整備されており、安

全教育・研修も定期的に行われている。また、施設等の維持管理についても適切に実

施されていることから、概ね安全で安心な事業運営が行われたものと評価できる。 

水害対策については、被害を最小限に抑えるべく、引き続き、具体的な対策につい

て、関係局、業者等と意見交換を行い、検討していく必要がある。 
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4 
 

更なるサービス向上の

ために、どういった課

題や改善策があるか。 

１ 強い経営体質への転換 

 毎月、各診療部長並びに部門長・現場責任者の幹部職員が出席する会議で、収支報

告などを行うとともに、病院上層部と医事、会計、診療情報の各部門が出席する経営

企画会議を開催し、今後の診療管理体制等の対応を検討した。また、医事課による診

療報酬研修を年１回程度開催し100名前後の職員が出席した。 

 経営状況について、入院稼働額、入院診療単価、外来稼働額、外来診療単価は、開

院当初から上昇傾向にあるが、全国的に病院経営が厳しい中、保険請求に係る査定・

返戻等の縮減や新たな施設基準、加算の獲得など、収入確保に向けた具体的な取組と

して、現在、医事課を中心に査定傾向を分析し、レセプト委員会において報告・検討

を行うとともに、各診療科医師向けの勉強会を開催している。また、診療報酬分析ソ

フトを活用し、ソフトユーザーの診療報酬算定率の分析を行っている。 

 

 

 

 入院稼働状況について、新型コロナウイルス感染症が蔓延していた期間（令和２年

度～４年度）については、内科系の一般入院を制限し、手術を必要とする患者を優先

的に入院させていた。そのため、入院診療単価は上昇したが、入院延患者数が減少し

たため入院稼働額も減少したと考える。 
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 外来稼働状況について、外来診療単価が上昇傾向にある。これは地域のかかりつけ

医との連携（P3）により、比較的高度な治療・検査を要する患者を地域からの紹介

患者として多摩病院が受入れ、患者の状態が安定したら逆紹介することによって多摩

病院での外来診療単価が上昇していると考える。 

 運営状況の一層の把握・分析のため、より詳細な統計資料の提供について調整して

いく。 

 

２ 待ち時間対策 

待ち時間については、様々な取組を行っており、満足度調査等によりその効果が出

ていると見られるものの、一方で、患者の利用内容により、複合的に変化していくも

のであるため、定量的な減少値が把握できていないことが課題である。したがって、

今後は定期的に現状を把握し、具体的な手法と客観的に評価できる定量的な指標によ

り、その効果を把握し、取組を進めていく必要がある。 

 

３ 新興感染症への対応について 

・感染症への対応では、公立病院として中核的な役割を果たす必要があり、新型

コロナウイルス感染症対応の経過を受け、感染症拡大時における公立病院の果

たす役割の重要性が改めて認識されている。 
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・新型コロナウイルス感染症への対応では、医療崩壊を起こさないために、突然

の爆発的な急増に備えるとともに、必要な方に適切な医療を提供する体制を確

保するなど、国の方針を踏まえ、神奈川県が構築した緊急医療体制である「神

奈川モデル」の重点医療機関として、必要な病床を確保・拡充し、行政などの

関係機関等と連携しながら、中等症患者の積極的な受入れを行った。 

・令和６年３月に、神奈川県より、感染症法第38条第２項の規定に基づき、第一

種及び第二種協定指定医療機関としての指定を受けた。多摩病院では、地域医

療支援病院として、感染症発生・まん延時に担うべき医療を提供するため、入

院病床、発熱外来の開設と個人防護具の備蓄など、新型インフルエンザ等感染

症等に係る医療提供に必要な体制を確保している。 

 

４ 働き方改革 

・病院事業は、直接、患者に対して医療サービスを提供する「労働集約型」の事

業であり、引き続き安全で安心な医療サービスを提供していくため、働き方・

仕事の進め方改革の取組を、より一層推進していく必要がある。 

・今後、改正医療法に沿った業務のイノベーション・デジタル化の推進、医療従

事者の労働時間短縮等の検討、超過勤務削減等を継続し、必要な人員を確保し

ながら、タスクシェア・タスクシフトを進めていく。 

 

５ 医療ＤＸの推進と情報セキュリティの確保 

・市民の健康増進や切れ目のない質の高い医療の提供に向け、情報セキュリティ

の確保を前提に医療分野のデジタル化を進め、保険・医療情報の利活用を進め

ていく必要がある。 

・医療DXは、厚生労働省が示している「医療ＤＸの推進に関する工程表」に沿っ

て進めるとともに、サイバーアタック対応体制の整備やセキュリティ対応可能

な人材育成に取組み情報セキュリティの確保に努める必要がある。 

※今後の対策等については、Ｐ22「情報漏洩等セキュリティ対策」参照。 

 

６ 救急応需率の向上 

多摩病院の救急応需率は、コロナ禍前は、70％台で推移していたが、コロナ禍後

の社会経済状況の変化と受療動向の変容の影響を受け、令和５年度は60％台となっ

た。応需できなかった理由としては、専門医の不在、医師が手術中又は診察中、ベッ

ドの空きがないなどがあるが、応需率の向上に向け、救急災害医療センターにおい

て、引き続き、一般病棟当直も兼務する医師も含め診療体制を構築していく必要があ

る。 

これらの具体的な取組による、救急災害医療センターの状況を、市として適切に把

握するため、救急応需状況について毎月報告を求めることとした。 

 

７ 施設、設備等の維持管理 

節電による脱炭素化と費用負担の軽減の取組として、平成26年度から照明器具の

LED化を推進し、外来や病棟などの利用時間の長い場所を優先して実施している。

令和６年度末時点で建物全体の50％程度まで実施済みである。 

清潔な美観と快適な利用環境の維持・確保については、平成25年度の患者満足度

調査において、ベッド周辺の清潔・整備について満足度が少し低下したが、病棟職員

と清掃スタッフとの連絡体制の見直しを行うなど改善が図られ、平成26年度には評

価が回復している。今後についても継続的に施設の清潔な美観と快適な利用環境の維

持・確保を図っていく必要がある。 
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３．これまでの事業に対する検証 

 検証項目 検証結果 

１ 所管課による適切な

マネジメントは行わ

れているか。 

 

１ 指定管理者の定期報告書等に基づく確認・指導 

・患者数日報、月報、決算報告書（年１回）、事業報告書（年１回）、病院年報（

年１回）の提出を受け、救急搬送数、患者数、稼働状況、収益、医療機器の導入

状況等、病院の運営状況を把握するとともに、直営２病院を含む他の医療機関の

状況などを踏まえ、必要に応じて状況の聴取や意見交換を行うなど、適宜モニタ

リングを実施した。 

・しかし、上記報告書や基本協定第32条に基づき、管理業務又は経理状況の報告や

資料の提出を求めた際、期日までに提出されない事例があった。こうしたことを

防止するため、市として、指定管理者制度に基づく運営状況等の適切な把握（モ

ニタリング）のための資料・データの必要性について相互の理解を図り、その上

で、迅速な対応のための具体的なルール・手順を構築する必要がある。 

 

２ 経営状況の確認 

・年３～４回開催する「川崎市立病院運営委員会」の場で、多摩病院の経営状況等

の報告を受け、それについて外部委員から意見を聴取し、指定管理者による協定

等に基づく業務が適正に行われているか確認を行った。 

・平成28年度決算から、地方公営企業決算状況調査に基づき総務省が作成した、公

営企業の経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、経年比較や他公営企業と

の比較（平均値）を行った。類似病院平均値（300床以上400床未満の公立病

院）との比較では、新型コロナウイルス感染症蔓延後の令和5年度は、医業収支比

率、病床利用率、入院患者１人１日当たり収益は、いずれも類似病院平均値を上

回っている。               （出典：総務省経営比較分析表） 
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17 

〈各年度における変動要因〉 

平成26年度は、電子カルテシステム更新に伴う支出の増加が主な原因。 

平成27年度は、平成26年度に実施した電子カルテシステム更新に伴う費用増加が

減り、給与費の伸びが抑制され、職員給与費対医業収益比率が50％を下回り、効率的

な執行等の経費縮減の取組がなされたと考える。 

令和２年度から４年度は、新型コロナウイルス感染症の蔓延により、外来における

内視鏡や内科系の一般入院を制限し、手術を必要とする患者を優先的に入院させてい

た。令和５年度以降、新型コロナウイルス感染症前の状況に戻りつつある。 

 

３ 患者サービス向上の確認 

・年２回実施している入院・外来別の患者満足度調査の結果等を踏まえ、外部委員 

を交えた「川崎市立多摩病院モニター懇談会」（令和４年度～）（モニター懇談 

会設置前は、「川崎市立多摩病院運営協議会モニター会議」）を年１回開催し、 

P５の個々の取組に記載したサービス向上につなげた。 

 

４ 利用者からの苦情・トラブルへの対応 

・利用者からの苦情、トラブルがあった場合には、指定管理者が迅速かつ適切に対

応するとともに、病院局に対して速やかに報告するよう指導し、実践されてい

た。 

・電話、市長への手紙等で病院局に寄せられた利用者からの苦情や意見について

は、指定管理者に対し、対応状況や改善策等の検討状況の報告を求め、必要に応

じて業務改善等の指示を行った。 

 

５ 設備トラブル等への対応 

・多摩病院において、日々の点検・中央監視業務の中で軽微な故障や不具合を発見

した際は、迅速に修繕を実施している。統括管理者から修繕状況の報告を受け、

必要に応じて現場確認を行い、院内で情報を共有した。 

・緊急対応を含め、設備の改修工事等が必要となった場合には、病院局及びまちづ

くり局の担当者、業者、病院の職員と必要なタイミングで打ち合わせを実施し、

改修工事等によって病院運営に支障が生じないよう管理・監督を行った。 

 

６ 医療事故等への対応の確認 

・「病院局への医療事故等の報告実施要領」に基づき、年４回の定期報告は適切に

報告されていたが、平成29年１月に発生した事案については、発生時の報告は電

話やメールで実施されていたが、その後の経過報告は、要領様式等の改正を経て

１年９か月後の平成30年10月に報告されていた。 

・医療法第６条の10に基づく医療事故調査・支援センターへの報告がなされていな

いことが令和７年３月になって判明したことは、病院局によるモニタリングも適

切に行われていなかったものと考える。 

・事案の事実確認後、市立多摩病院長等へのヒアリングを２回、医療法第25条第１

項に基づく立入検査への同席、市立多摩病院の運用状況等の確認を複数回実施

し、次の対応・再発防止策を確認した。 

・多摩病院から医療事故調査・支援センターへの報告書の提出、及び市（健康福祉

局）の立入検査に対する改善計画等措置状況報告書の提出を確認した。 

・「患者死亡時の対応フロー」が適切に改訂され、さらに院内に周知されているこ

とを確認した。 

・事故防止のためのチェックリストが適切に運用されていることを確認した。 

・なお、この事案では、多摩病院において、医療法に基づく、医療事故調査・支援

センターへの報告に遺族の了承が必要であるとの誤認が原因であったが、直営2病

院では誤認はなかったことから、法令遵守に向けては、市立３病院での情報共有

や情報交換が必要であると言える。 

  ※対応については、P20「現在の対応（病院局）」参照。 
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７ コンプライアンス（法令遵守等）に対するモニタリング 

（１）指定管理者（聖マリアンナ医科大学）の市立多摩病院に係る主な不祥事 

・精神保健指定医の不正取得（平成27年） 

  厚生労働省において、聖マリアンナ医科大学病院の医師が指定医の新規申請時

に、ケースレポートの模倣及び流用による不正取得の疑義が生じ、調査の結果、精

神保健指定医20名が取消処分された。その後、厚生労働省及び聖マリアンナ医科大

学の調査委員会による調査で３名、さらに国による全国調査で２名新たに取消処分

となった。その中において、平成27年度常勤として多摩病院に勤務していた医師１

名が精神保健指定医取り消し処分を受けるなど、市民の信頼を損ねる事案が発生し

た。 

主な原因 ・申請者及び指導医が、指定医申請に関する、法令・通

知の確認を怠り、内容を理解していなかった。 

・先輩医師のケースレポートの模倣・流用が常態化して

いた。 

・精神保健福祉法、精神保健指定医の意味とその重要性

について十分な教育が行われていなかった。 

・指導監督すべき上級医が、症例選択、ケースレポート

の作成など、関心を持たず、指導医と申請医師本人に

任せきりであった。 

調査・公表 ・院内に弁護士及び他大学の大学教授の外部委員を含む

８名で構成される、調査委員会を設置。 

・調査報告書を厚生労働省及び川崎市へ提出。聖マリア

ンナ医科大学ホームページで報告書を公表。 

再発防止 ・当時の教授を諭旨退職、取り消し処分を受けた医師に

休職等の懲戒、戒告等の学内処分を実施。 

・神経精神科における管理、指導体制の抜本的改革、診

療・教育体制の一新。 

・大学における医療倫理教育について再検討、卒前教育

の再検証。 

・剽 窃
ひょうせつ

、論文の盗用等の学習倫理について学ぶ必修科

目と、研究不正に対する倫理教育のため、後期に実践

医学を導入。 

・定期的に学内全教職員向けに研修会を開催。 

・大学宗教学神父及び顧問弁護士による講演会を開催。 

・各診療科における倫理・法令遵守の徹底。 

・各診療科特有の法律上の資格についての把握。など 

現在の状況 ・各診療科における専門医等の資格取得に当たっての症

例管理。 

・ケースレポートの提出に際して、生命倫理委員会の承

認を受けることを義務付け、など再発防止策の徹底を

図っている。 

当時の対応（病院局） ・事案発生時には、川崎市健康福祉局との連携し、多摩

病院神経精神科の診療状況の把握、公表の実施等。 

現在の対応（病院局） ・各種事案発生時には、多摩病院から病院局に対して速

やかに報告することとし、病院局は、状況に応じて関

係部署と情報共有しながら、迅速な対応をすることと

している。 
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（２）市立多摩病院（指定管理施設）の主な不祥事 

・新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の過大申請（令和２、３年度） 

令和２年度の新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金について、令和４年

度に行われた会計検査院による会計実地調査の結果、「①申請対象とならない病床

を申請していた。②１日１床当たりの単価がより高額な病床区分で申請してい

た。」ことから申請が過大であった。また、令和３年度については、県からの自主

点検の依頼に基づき、申請が過大であったことが判明し、合計約10億３千万円の返

還を行った。なお、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症で国も含め全国的に

混乱しており、交付金申請において、県による各医療機関への周知が不十分であっ

たことや、国のＱ＆Ａの記載も不明確であったことも過大交付が生じた要因の一つ

であったと考える。 

主な原因 ・交付申請に当たっては県に相談を行いながら進めてき

たが、補助金制度に対する理解が不十分であった。 

・県による各医療機関への周知が不十分であったこと

や、国のＱ＆Ａの記載も不明確であった。 

調査・公表 ・神奈川県の指示を踏まえ補助金の返還。 

・神奈川県からの依頼に基づく自主点検の実施。 

・川崎市議会健康福祉委員会に報告。 

再発防止 ・補助金等の申請事務に当たっては、制度を十分に理解

し、関係機関への確認等を行いながら適正な事務の執

行に努める。 

・新たに制度が創設された場合などでも円滑に導入でき

るよう、日頃から医療関連情報の収集に努める。 

現在の状況 ・要綱等について複数名で確認し、さらに病院局所管課

との事務連絡を密に行い、市立３病院で情報共有を行

っている。 

当時の対応（病院局） ・事務ミスが発生した経緯、再発防止策等について報告

書を提出させ、制度の理解に努め、関係機関への確認

等を行った。 

・申請事務においては適正な事務の執行に努めるよう指

導を行った。 

現在の対応（病院局） ・総務省が運用する「調査・照会（一斉調査）システ

ム」により取得した国等からの各種通知、法令等の解

釈について、共有が必要なものについては、定期的に

送付を行っている。 

 

・出産に係る費用の消費税課税誤り（令和４年度） 

  多摩病院を含む市立３病院において、平成３年の消費税法の改正により非課税と

された出産に係る費用の一部について、課税扱いとして処理していたため、消費税

を誤って徴収していた。 

主な原因 ・平成３年消費税法改正時に、当時の厚生省の通知を正

確に反映していなかった。 

・令和３年12月、厚生労働省からの非課税措置につい

ての事務連絡も把握できなかった。 

調査・公表 ・各市立３病院において出産に係る項目、費用の調査。 

・川崎市議会健康福祉委員会に報告。 

・川崎市病院局による報道発表。 

・多摩病院ホームページで公表。 

・誤って徴収した消費税の返還。 

再発防止 ・市立３病院で病院の垣根を超えて情報共有を図る。 

・密接な協力関係を構築し、法改正等に適切に対応でき

るよう、実務者連絡会議を設置。 
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現在の状況 ・事務ミス防止に向けた職員の意識向上。 

・引き続き、誤って徴収した消費税の返還。 

当時の対応（病院局） ・平成３年消費税法改正時以降、所管課による確認は行

われていなかった。 

現在の対応（病院局） ・総務省が運用する「調査・照会（一斉調査）システ

ム」により取得した国等からの各種通知、法令等の解

釈について、共有が必要なものについては、定期的に

送付を行っている。 

 

・「医療事故調査・支援センター」への未報告（令和６年度） 

  平成29年１月に発生した死亡事故（異状死）について、事故発生時、医療法第６

条の10に規定される医療事故調査制度に基づく、医療事故調査・支援センターへの

報告がされていなかった。 

主な原因 ・医療法に基づく、医療事故調査・支援センターへの

報告には、遺族の了承が必要であるとの誤った認識

があった。 

調査・公表 ・川崎市（健康福祉局）による、医療法第25条第１項

に基づく立入検査の実施。 

・立入検査結果について公表（川崎市（健康福祉

局）） 

再発防止 ・医療事故の報告に係る院内規定は適切に定められて

いたが、その中の「患者死亡時の対応フロー」に不

正確な記載があった。 

・「患者死亡時の対応フロー」の改訂及び院内職員へ

の周知。 

・新たな事故防止のためのチェックリストの作成。 

・職員ポケットマニュアルの改訂。 

現在の状況 ・令和７年３月11日付けで、医療事故調査・支援セン

ターへ報告、受領済み。 

・院内に法令遵守に取り組む「最高法務責任者」を設

置。 

・改訂された職員ポケットマニュアルを配布。 

当時の対応（病院局） ・事故発生当時は、所管課による未報告の確認は行わ

れていなかった。 

・令和７年２月、一部報道機関による報道により状況

を把握し、多摩病院からのヒアリングを実施。 

・川崎市（健康福祉局）による立入検査の結果、改善

計画等措置状況及び再発防止策を確認。 

現在の対応（病院局） ・情報共有の強化と、再発防止策の定期的なモニタリ

ングのため、市立３病院間で、以前行っていた、医

療安全にかかわる定期的な連絡会を再開。 

 

 

・中央滅菌室職員死亡事故（令和６年度） 

令和７年１月多摩病院に勤務する滅菌技師が、中央滅菌室にて死亡する事故が発

生した。 

主な原因 ・洗浄機横のパネルを外した誤った使用。 

・洗浄機の操作手順を遵守しない機器の使用。 

調査・公表 ・多摩警察署及び川崎北労働基準監督署による現場検

証。 

・院内事故調査委員会による原因究明。 

・川崎市病院局による報道発表。 
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再発防止 ・委託業者を含め洗浄機操作手順の徹底。 

・院内のすべての機器等、危険個所の洗い出し及び定

期的な安全確認。 

現在の状況 ・今回の事案を重く受け止め、機器の取扱説明書を遵

守した使用の徹底と委託業者も対象とした安全対策

教育を実施。 

・安全衛生委員会による中央滅菌室も含め院内の危険

個所の定期的な確認。 

当時の対応（病院局） ・指定管理者、関係局と迅速に協力し、状況を把握

し、公表等の対応を行った。 

現在の対応（病院局） ・再発防止策の定期的なモニタリングを実施すること

とした。 

 

（３）コンプライアンスに係る総括 

 指定管理者や多摩病院で発生した主な不祥事の状況を踏まえ、指定管理者のコンプ

ライアンスについて検証した。 

≪市立多摩病院（指定管理者）の取組≫ 

・病院長が、聖マリアンナ医科大学で定期的に開催される会議に出席し、コンプラ

イアンス等の議題については、多摩病院内の幹部会議で報告・共有を行い、各部

門長に対し職員への周知徹底を指示している。 

・副院長を3名体制から4名体制に、病院長補佐を2名体制から3名体制に拡充し、

「最高法務責任者」や「最高安全管理責任者」、「最高個人情報責任者」等、11

所管職務を上記７名に指定し活動を開始している。 

・多摩病院では、開設当初から医療安全管理指針を定めており、同指針において、

医療安全管理室の設置等、組織及び体制を構築するとともに、医療安全管理委員

会などの各種委員会の設置、医療事故防止マニュアル等のマニュアルの整備、職

員研修、セーフティレポート等の各種報告制度、医療事故等発生時の対応等を定

めている。 

・病院長や副院長、病院長補佐ら執行部８名をメンバーとする病院長会議を設置

し、毎週月曜日の朝に開催し、院内で発生した課題等の解決に向けた対策の検

討、確認を行うほか、緊急の事案が発生した場合には臨時会を開催し緊急対応の

状況の確認を行い、対策を検討して対応している。 

・院内で組織される臨床倫理委員会や医療安全管理委員会、個人情報倫理委員会に

おいて、個人情報保護対策やハラスメント、職業倫理、医療安全等について、職

員向けの研修が定期的に行われている。 

≪所管課（病院局）の取組≫ 

・これまでの指定期間の所管課によるマネジメント状況を確認したところ、定例的

な事業報告による業務確認や市立多摩病院での打合せなどは行われていた。 

・しかしながら、上記（Ｐ20）の「医療事故調査・支援センター」への未報告事案

については、事故発生時や１年９か月後に経過報告書が病院局へ提出された際

に、「医療事故調査・支援センター」へ報告を行ったか確認を行う機会があった

にもかかわらず、病院局においても医療法に基づく報告の確認や認識ができてお

らず、所管課によるコンプライアンスやモニタリングが不足していると言わざる

を得ない状況であった。 

・「医療事故調査・支援センター」への報告状況が確認できるよう、「病院局への

医療事故等の報告実施要領」の一部を改正し、病院局への報告事項に「医療法第

６条の10第１項に規定する医療事故調査・支援センターへの報告」を新たに設定

した。 
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今後については、これまでの事案を教訓に、市立３病院の医療安全管理担当者等に

よる「市立病院医療安全管理担当者会議」を定期的に開催し、医療事故等に関する情

報共有を図り、医療事故防止やコンプライアンスの徹底に取り組んで行く。 

また、多摩病院におけるコンプライアンスの取組状況をモニタリングしていくとと

もに、外部有識者から市立病院の運営に関する意見を聴取する「川崎市立病院運営委

員会」に新たに法律の専門家である弁護士を選任。毎年実施する年度評価のコンプラ

イアンスに関する項目を精査し、委員会の意見を踏まえコンプライアンスに対するモ

ニタリング機能の向上を図る。 

 

８ 情報漏洩等セキュリティ対策 

・近年、病院の電子カルテ等医療情報システムを標的とした、サイバー攻撃が社会

問題となっている。多摩病院においては、令和６年度に厚生労働省が募集した、

「医療機関におけるサイバーセキュリティ確保事業」に参加し、外部ネットワー

ク接続の俯瞰的把握、安全性の検証・調査を行った。今後は、定期的に外部接続

機器の脆弱性対策のバージョンアップ情報を確認し、市立３病院で情報共有を行

い、適切に対応するよう指導・確認を行っていく。 

・個人情報保護について、全職員を対象に出席機会を創出するため１テーマを複数

回、また e ラーニングを活用した研修を開催している。引き続き、取組み状況を

モニタリングしていく。 

 

【評価】 

以上のことから、所管課によるマネジメントは、定期的に提出される報告書等の確

認など、定期的なモニタリングは概ね適正であると評価できる。一方で、聖マリアン

ナ医科大学病院在籍医師による精神保健指定医の不正取得（平成27年）や、医療事故

において、医療法で義務付けられている「医療事故調査・支援センターへの報告」が

行われていなかった事案（平成29年度）など、指定管理者のガバナンスやコンプライ

アンスに問題があり、また、市側においても、必要に応じた随時の確認など、適切な

モニタリングも不足していた状況であった。今後は、次の点について、更なる改善を

行う。 

・市立３病院の医療安全担当者等による「市立病院医療安全管理担当者会議」に 

よる情報共有と確認。 

・指定管理者である学校法人聖マリアンナ医科大学、多摩病院の再発防止策、コ 

ンプライアンスの定期的な確認。 

  ・多摩病院の「最高法務責任者」と連携した取組等の確認・相談。 

・多摩病院での定期的な打合せの再開。 

・総務省が運用する「調査・照会（一斉調査）システム」により取得した国から 

の通知等の共有・確認。 

・運営状況を確認するため、さらに詳細な統計資料の作成指導。 

・担当職員の病院運営等の知識取得及びコミュニケーション力の向上。 

２ 制度活用による効果

はあったか。 

 

・平成18年２月、多摩病院は、市北部地域の医療不足を補うことを目的に整備され

た。当初は、総病床数376床のうち232床を開棟し運営を開始したが、翌年には、

全376床を開棟し運営を開始した。 

・令和２年度に新型コロナウイルス感染症の拡大というこれまでに経験のない新たな事

態に直面し、医療従事者や市民へのワクチン接種や、コロナ患者受け入れのための病

床の確保、発熱患者のための外来の設置や来院者に対する体温チェック、手指消毒な

ど、院内での感染防止対策を実施し、救急医療を含む通常の診療とコロナ患者への診

療を両立させながら、地域に必要とされる医療を確保した。 

・令和５年５月から新型コロナウイルス感染症の感染症法の位置づけが、２類から５類

に引き下げられたが、引き続き、感染拡大を警戒しながら診療を続けている。 
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・医療提供には人材確保が重要となる中で、医科大学を指定管理者として制度を導入し

ていることから、医療人材の確保や大学病院との連携など指定管理者が持っている強

みやノウハウを生かした病院運営を行っている。医療人材の確保については、聖マリ

アンナ医科大学関係の医師を中心としながらも、必要な医療従事者と有資格者の配

置、看護師確保のためのインターンシップを行うとともに、臨床研修医の受入や医学

生・看護学生の実習を受入れている。 

・また、令和５年度、聖マリアンナ医科大学東横病院が閉院したことにより、多摩病院

を含む関連病院へ医療従事者を異動させ人材の確保を行っている。 

・多摩病院に求められる役割としては、小児を含む救急医療の提供、高度医療の提供、

災害時医療の提供、地域の医療機関との連携と強化、在宅医療支援、市民への健康啓

発などがあるが、指定管理者は24時間365日、救急災害医療センターを運用しての

救急医療への対応、手術支援ロボットの導入、病院主体の災害訓練のほか、各病棟で

の災害訓練、かかりつけ医との連携、地域の医療関係者とのネットワークの運用、市

民を対象とした健康講座の実施など適切に対応している。 

・本市病院事業会計上の収益的収支では、市側から見ると累積欠損金はあるものの、平

成26年度以降は、純利益を計上している。 

 

※平成24年度から利用料金制を適用。 

※平成26年度の制度改正により、資産の取得等にかかる企業債償還金に対する一般会

計負担金について、減価償却見合い分を収益化している。 

※令和４年度以降は、それ以前と比較すると総費用が減少している。施設建設当時等の

設備関係及び医療機器に係る減価償却費や、開設時に購入した医療機器の廃棄による資

産減耗費、施設建設等に係る企業債利息の減少等による。 

 

【評価】 

市の公の施設として多摩病院に求められている、地域における急性期医療を担う中核

的な医療機関として、小児救急医療などの医療機能を確保し、地域のかかりつけ医等と

連携して地域全体の医療提供体制の向上を図るという役割を果たすとともに、未知の新

型コロナウイルス感染症への対応など、指定管理者である聖マリアンナ医科大学が運営

する私立医科大学の持つ能力を活用しつつ、医療人材の確保を行い、地域住民に安定的

かつ良質な医療サービスを提供しており、指定管理者が持っている強みやノウハウを活

用した病院運営を行うなど、指定管理者制度の活用による効果はあった。 

しかし、直営病院に比べ運営状況の詳細な把握や市民からの苦情等への対応状況など

を把握するための情報伝達・手続に時間を要している。また、指定管理者のコンプライ

アンスなど法令遵守に関する取組状況の把握など、所管課によるマネジメントが不足し

ている状況であったため、所管による適切なマネジメントの実施が必須である。 

今後は、さらに詳細な運営状況に関する資料を求め、引き続き指定管理者と適切なコ

ミュニケーションを図り、信頼関係を構築し課題解決に取り組んでいく。 
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3 当該事業について、

業 務 範 囲 ・ 実 施 方

法、経費等で見直す

べき点はないか 

・国からの通知等を適切に把握し、市立病院の直営、指定管理という運営形態の違い

を問わず、市立３病院で情報共有を行い、適切に対応している。 

・近年、国内でも多発しているサイバー攻撃に備え、堅牢なシステムの構築などサイ

バーセキュリティ対策に取り組むとともに、万が一攻撃を受けた場合を想定し、迅

速な復旧が行えるよう訓練を行う必要がある。 

・近年の物価高騰や人件費上昇等の中、診療報酬制度という公定価格のもとで、経費

縮減や新たな診療報酬加算の取得など、指定管理者である医科大学の経営能力を活

用し病院経営を行う必要がある。 

・基本協定書、細目協定書に基づく報告書の提出時期に課題があるため、新型コロナ

ウイルス感染症の影響により縮小していた、指定管理者との連絡会等を定期的に開

催し、事務の確認などモニタリングを強化していく。 

・現在の指定期間が終了する令和18年３月には、病院開設から30年となることか

ら、今後も市北部地域の急性期医療を担う中核的な医療機関としての役割を継続し

つつ、人口動態や診療機能、施設の老朽化等、市立多摩病院のあり方を検討する必

要がある。 

４ 指定管理者制度以外

の制度の活用を検討

しているか。 

・市北部の中核的医療機関として、多摩病院に求められた役割を果たすため、小児を

含む救急医療の提供、高度医療の提供、災害時医療の提供、地域の医療機関や聖マ

リアンナ医科大学病院との連携と強化などを提供してきた。今後も医療機能を確保

するためには、医師や看護師を安定的に確保する必要があり、医療従事者の人材育

成も含め、市民に信頼される安全安心な医療を提供する必要がある。 

・診療報酬制度という公定価格のもとで病院を運営していくにあたり、指定管理者に

求める役割を達成するためには、病院経営の取り組みなど運営状況を適切に把握す

る必要がある。病院運営・経営等を把握するには、指導・監督を行う病院局職員の

病院・医療に関する知識習得などの人材育成も重要となる。 

・指定管理者以外の方法の一つとして、他の市立２病院と同じ「地方公営企業法全部

適用による直営方式」があるが、多摩病院を運営するための医療従事者を確保する

には、昨今の医師不足等、人材確保が非常に難しいと考える。 

・また、他の自治体では「地方独立行政法人方式」の導入例があるが、市が運営のた

めの法人を設立する必要があること、経営の自由度が増すものの市や市議会の関与

が薄くなることなどを踏まえ、他の市立２病院を含め、最適な公的医療の提供体制

を慎重に検討する必要があることから、引き続き、多摩病院について指定管理者制

度による運営を継続しながら、市立病院全体の運営体制について検討を行ってい

く。 

 

４．今後の事業検討方針について 

・市立多摩病院は、平成18年２月の開院時より指定管理者制度を採用し、指定期間は令和18年３月までとなって

いる。これまでに市北部地域の中核病院として小児救急を含めた救急医療を中心に、高度、特殊、急性期医療を

提供するとともに、災害拠点病院、地域医療支援病院、紹介受診重点医療機関、臨床研修指定病院等としての役

割を果たし、令和４年度には緩和ケア病棟を開棟し、救急医療の提供と相まって、切れ目なく地域全体で患者・

家族を支える医療提供体制の構築を図っている。また、聖マリアンナ医科大学病院との連携や人材育成など指定

管理者制度の効果が一定程度確認できた。 

・近年の物価上昇や人件費の高騰など、医療機関を取り巻く環境が目まぐるしく変化していく中、患者のニーズは

多様化、高度化、複雑化している。地域における医療ニーズへの対応、収益性・事業性の確保、医療サービスの

質の向上など、今回の中間評価を踏まえ、今後の市立多摩病院の位置づけなど、様々な検討を行いながら、引き

続き運営していく。  


